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Ⅰ．平成３１年度航空局関係予算の配分方針 
 

○ 配分方針 

以下の平成 31 年度航空局関係予算の基本方針に基づき、各事業の実施に必要な額

を重点的に配分します。 

 

（１）首都圏空港の機能強化 

2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催とその先を見据え、首

都圏空港の機能強化に向けて、羽田空港の飛行経路の見直し等により、2020 年まで

に羽田・成田両空港の空港処理能力を約８万回拡大することに取り組みます。また、

国際競争力の強化等に必要となる施設の整備を引き続き重点的に実施します。 

 

（２）地方空港等のゲートウェイ機能強化 

訪日外国人旅行者の目標 2020 年 4000 万人、2030 年 6000 万人の実現に向けて、

更なる航空需要に対応するため、 

ⅰ）那覇空港・福岡空港の滑走路増設事業、CIQ 施設を含めたターミナル地域の機

能強化等 

ⅱ）民間の資金と創意工夫を活かす空港運営の民間委託（コンセッション）の推進 

ⅲ）「訪日誘客支援空港」への支援等による国際線の新規就航・増便の促進 

等に取り組みます。 

 

（３）航空イノベーションの推進 

ストレスフリーで快適な旅行環境の実現を目指し、世界最高水準の旅客サービス

を提供するため、先端技術の活用により、旅客が行う諸手続や空港内の動線等を抜

本的に革新し、空路に係る一気通貫での円滑化等を通じた旅客満足度の向上を図る

取組（FAST TRAVEL）や、地上支援業務の省力化・自動化を図る取組、管制空域の抜

本的再編等による管制処理容量の拡大等、航空イノベーションを推進します。 

 

（４）セキュリティ・セイフティの万全な確保 

[１]航空保安対策の強化 

テロに強く安全で安心できる快適な空港を目指し、先進的な保安検査機器の導入

促進等により、航空保安対策を更に強化していきます。 

[２]安全で安定的な運航の確保 

空港の耐震対策、老朽化対策等を着実に実施するとともに、国産旅客機の安全性

審査、小型航空機対策、無人航空機対策等に取り組みます。 

また、人口減少社会に直面する我が国において増大する航空需要に今後とも的確

に対応していくため、操縦士をはじめとする人材の確保・育成に取り組みます。 

 

上記の他、平成 30 年台風第 21 号や平成 30 年北海道胆振東部地震等最近の災害に

鑑み実施した「重要インフラの緊急点検」の結果を踏まえ、航空輸送上重要な空港等

において、護岸の嵩上げによる浸水対策など、３年間集中で講じる緊急対策を実施し

ます。 



Ⅱ．平成３１年度予算配分総括表

［総事業費］ （単位：百万円）

防災・減災、国土強靱
化 の た め の 緊 急 対 策

防災・減災、国土強靱
化 の た め の 緊 急 対 策

防災・減災、国土強靱
化 の た め の 緊 急 対 策

13,908 - 13,908

13,908 - 13,908

・　計数は端数処理の関係で合計額に一致しない場合がある。

・

区　分 直　轄 補　助 合　計 備　考

191,8688,602183,265

183,265 8,602

　上記の他に空港経営改革推進費（573百万円）、航空路整備事業（35,102百万円）、各種調査費（362百万円）及び
空港等整備事業工事諸費（3,644百万円）があるが、地域配分を行わないため、上表からは除いている。

191,868

・

合 計

空港整備事業

　補助事業には、地方公共団体が管理する空港等の事業及び地方公共団体等が実施する環境対策事業（住宅防音工事
補助等）が含まれている。

　直轄事業には、国が管理する羽田空港等の事業のほか、空港会社が管理する成田空港等における国が実施する事業
が含まれている。

・
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Ⅲ．事業別概要

１．国際拠点空港

　（１）羽田空港

　（２）成田空港

　平成３１年度は、東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けたＣＩＱ
エリアの機能向上のための施設整備をはじめ、継続中の庁舎耐震対策、航空保安
施設の老朽化更新等を実施します。

　 平成３１年度は、飛行経路の見直しに必要な航空保安施設、誘導路等の施設整
備、ＣＩＱ施設整備、環境・落下物対策並びに重要インフラの緊急点検の結果を
踏まえた対策として多摩川沿いの護岸の整備等を実施するとともに、駐機場の整
備、国際線・国内線地区を結ぶトンネル（際内トンネル）の整備、川崎市・羽田
空港を結ぶ連絡道路の整備、滑走路等の耐震対策及び基本施設・航空保安施設等
の老朽化に伴う更新・改良を実施します。

直轄及び補助 ： 事業費 ７２６億円

直轄及び補助 ： 事業費 ８３億円

3



　（３）関西空港・伊丹空港

　（４）中部空港

　平成３１年度は、両空港における航空機の安全な運航確保のために航空保安施
設の更新等を実施します。

　平成３１年度は、航空機の安全な運航を確保するための航空保安施設の更新等
を実施するとともに、今後のＬＣＣの新規就航等に対応するために、会社事業と
連携してＬＣＣ専用ターミナルビルのＣＩＱ施設を整備します。

直轄及び補助 ： 事業費 ３６億円

直轄 ： 事業費 ３８億円

【関西空港】

【伊丹空港】空港監視レーダー等整備

先進的な保安検査機器導入に伴う
ターミナル改修（補助）

空港監視レーダー等整備
気象資料伝送網 等

VOR/DME等整備

ILS整備

VOR/DME等整備

航空保安用電源システム整備
庁舎外壁・屋上防水改修 等

航空保安用電源システム整備
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２．一般空港等

那覇空港滑走路増設事業

○工事完了 ： 平成３１年末

供用開始予定日 ： 平成３２年３月３１日※

※航空法第４０条に基づく告示

○３１年度事業内容 ：

滑走路・誘導路新設、

無線・照明施設整備 等

○総事業費 ： 約２,０７４億円

福岡空港滑走路増設事業

○３１年度事業内容 ：

用地造成、

滑走路・誘導路・エプロン新設、

無線施設整備 等

○総事業費 ： 約１,６４３億円※

※他に民間事業費：約２００億円がある。

直轄及び補助 ： 事業費 １，００５億円

○供用開始予定日 ： 平成３７年３月末※

※航空法第４０条に基づく告示

空港の利便性向上や航空機の慢

性的な遅延の緩和等を目的として、

新千歳空港、福岡空港及び那覇空

港において、ターミナル地域再編

事業を実施します。

その他の地方空港においても、

航空機の増便や新規就航等に対応

するため、エプロン拡張やＣＩＱ

施設の整備等を実施します。

（１） 航空需要が急速に拡大する中、空港のゲートウェイ機能を発揮していくため、

那覇空港・福岡空港の滑走路増設事業、ＣＩＱ施設を含めたターミナル地域の

機能強化等の受入環境整備を推進します。

〇 滑走路増設事業

沖縄県と国内外とを結ぶ人流・物流の拠点として極めて重要な役割を果たしている那覇空港

において、更なる沖縄振興を図るため、工事完了に向けて、滑走路増設事業を引き続き実施し

ます。

福岡空港については、慢性的に発生しているピーク時の航空機混雑を抜本的に解消するため、

平成３１年４月に予定する空港運営事業の民間委託（コンセッション）により適切な財源を確保

することとして、滑走路増設事業を引き続き実施します。

〇 ターミナル地域の機能の強化
新千歳空港 国際線ターミナル地域再編

フェンス

国際線エプロン

国際線旅客ターミナルビルの

機能向上（ＣＩＱ施設）

南側誘導路の

新設

国際線エプロン

の拡張

平成31年1月撮影、(C)DigitalGlobe

滑走路 ： ２，７００ｍ×６０ｍ

１
，
３
１
０
ｍ

5



〇空港の老朽化対策

平成２６年５月に策定された国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）等に基づき、

定期的な点検等により劣化・損傷の程度や原因を把握し、老朽化の進んでいる施設につい

て効率的かつ効果的な更新・改良を実施します。

（イメージ）

〇空港の耐震対策

航空輸送上重要な空港等において、地震災害時に、緊急物資等輸送拠点としての機能確保、

航空ネットワークの維持、背後圏経済活動の継続性確保や飛行中の航空機の安全確保を図るた

め、最低限必要となる基本施設等や管制施設の耐震対策を実施します。

熊本地震で被災した熊本空港について、地元との調整を図りつつ、空港運営事業の

民間委託（コンセッション）の手法を活用することによりターミナル地域の再建（国

による国内線別棟ビルの整備を含む）を推進します。

〇 熊本空港ターミナル地域の再建

非液状化層

液状化層

液状化層の地盤改良対策により、

舗装の損壊を防止

・液状化層の地盤改良対策

（老朽化した滑走路舗装の改良）（基本施設点検実施状況） （航空保安施設点検実施状況） （老朽化した空港監視レーダーの更新）

〇滑走路端安全区域の整備

航空機がオーバーランまたはアンダーシュートを起こした場合の航空機の損傷軽減対

策として、ＩＣＡＯ(国際民間航空機関)勧告を踏まえた改正国内基準に基づき、着陸帯

両端に安全確保のために設けることとされている滑走路端安全区域（ＲＥＳＡ）の整備

を着実に実施します。

：原則範囲

：可能な限り用地の確保に努める範囲 ※計器着陸用滑走路1,200m以上の場合

・RESAの長さおよび幅(国内基準_H29年4月改訂)

着陸帯

Ｗ

着

陸

帯

幅

２Ｗ

６０ｍ

２４０ｍ

９０ｍ

2
8

滑

走

路

幅 過走帯

【オーバーラン事故の例】
事故概要

・平成25年8月5日新潟空港着陸時に発生

・RESA内で停止したため、人的被害無し

（２） 航空の安全・安心を確保するため、空港の耐震対策や老朽化対策、滑走路端安全区

域の整備を着実に実施します。
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３．空港周辺環境対策事業

４．重要インフラの緊急点検を踏まえた緊急対策（再掲）

  空港と周辺地域との調和ある発展を図るため、騒防法に定める特定飛行場の周
辺地域について、騒音激甚区域からの移転補償、緩衝緑地帯の整備、学校等の教
育施設及び住宅の防音工事等の補助を推進し、航空機騒音による障害の防止・軽
減、生活環境の改善を進めます。

　平成30年度に実施した「重要インフラの緊急点検」の結果を踏まえて、航空輸
送上重要な空港において、護岸の嵩上げによる浸水対策など、平成30年度補正予
算に引き続き所要の緊急対策を実施します。

直轄及び補助 ： 事業費 ３０億円

空港における周辺環境対策

※特定飛行場：国管理の事業対象空港 函館、仙台、東京国際、新潟、松山、高知、福岡、熊本、大分、宮崎、鹿児島、那覇
※ Lden：航空機騒音のレベルを評価する尺度

概ね
Ｌｄｅｎ６２
ｄＢ以上（第１種区域）

Ｌｄｅｎ７３
ｄＢ以上（第２種
区域）

Ｌｄｅｎ７６
ｄＢ以上
（第３種区域）

Lden
57dＢ

Lden
76dＢLden

73dＢ
Lden
62dＢ

第１種区域（Lden６２dＢ以上）
・住宅の防音工事、空調機器の更新に
対する補助
・生活保護世帯等に対する防音工事で
設置した空調機器稼働費の補助

第２種区域（ Lden７３dＢ以上）
・土地の買入や建物等の移転補償

概ねLden５７dＢ以上の区域
・学校、病院等の防音工事、空調機器
更新に対する補助
・共同利用施設整備に対する補助

第３種区域（ Lden７６dＢ以上）
・騒音軽減効果のある緩衝緑地帯の整備

直轄 ： 事業費 １３９億円

点検概要：平成30年台風21号や平成30年北海道胆振東部地震による浸水・停電・施設の損傷

等を踏まえ、航空輸送上重要な空港等において護岸の状況、ターミナルビルの非

常用電源の設置箇所や管制に必要な電源設備の対策状況等の緊急点検を行いまし

た。

点検規模：航空輸送上重要な空港等16空港※、航空交通管制部４施設※等

※16空港：羽田、成田、中部、関西、伊丹、新千歳、仙台、新潟、広島、高松、福岡、鹿児島、

那覇、北九州、長崎、神戸

※４施設：札幌航空交通管制部、東京航空交通管制部、神戸航空交通管制部、福岡航空交通管制部

点検概要

緊急点検の結果、以下のような施設があることが判明しました。

・地下あるいは1階に設置され、高潮・高波・豪雨により浸水の可能性が懸念される無

線施設等の電源設備

・部分的な沈下等により嵩上げが必要な護岸

・耐震対策が必要な滑走路 等

点検で明らかになった主な課題
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Ⅳ．都道府県別等配分額

［直轄事業］ （単位：百万円）

防災・減災、国土強靱
化 のた めの 緊急 対策

国管理空港 羽田空港ほか(環境分含む) 13
会社管理空港 成田空港 1
特定地方管理空港 秋田空港ほか 4
地方管理空港 青森空港ほか 16
共用空港 三沢飛行場ほか 3
その他の空港 0
国管理空港 広島空港ほか(環境分含む) 20
会社管理空港 中部空港ほか 3
特定地方管理空港 山口宇部空港 1
地方管理空港 富山空港ほか 34
共用空港 小松飛行場ほか 4
その他の空港 八尾空港ほか 3

合    計 183,265 13,908 0.980 102
※計数は端数処理の関係で合計額に一致しない場合がある。

［補助事業］ （単位：百万円）

防災・減災、国土強靱
化 のた めの 緊急 対策

北 海 道 1,724 - 2.002 6
東　　北 1,071 - 1.102 7

青森 296 - 0.547 青森空港 1
秋田 373 - 1.069 秋田空港、大館能代空港 2
岩手 73 - 皆増 花巻空港 1
山形 302 - 3.662 山形空港、庄内空港 2
宮城 - - -
福島 28 - 皆増 福島空港 1

関　　東 1,849 - 2.471 4
茨城 - - -
栃木 - - -
群馬 - - -
埼玉 - - -
千葉 432 - 2.650 成田空港（ターミナル改修分） 1
東京 1,363 - 2.442 2

神奈川 - - -
山梨 - - -
長野 54 - 1.985 松本空港 1

北　　陸 341 - 1.126 4
新潟 55 - 2.126 佐渡空港、新潟空港（環境分） 2
富山 226 - 3.066 富山空港 1
石川 60 - 0.294 能登空港 1

中　　部 - - 皆減 0
岐阜 - - -
静岡 - - -
愛知 - - 皆減
三重 - - -

近　　畿 1,460 - 0.622 3
福井 - - -
滋賀 - - -
京都 - - -
大阪 1,150 - 0.583 関西空港（ターミナル改修分） 1
兵庫 87 - 1.153 但馬飛行場 1
奈良 - - -

和歌山 224 - 0.739 南紀白浜空港 1

旭川空港、帯広空港、利尻空港、紋別空港、女満別空港、函館空港（環境分）

羽田空港（ターミナル改修分・環境分）

備考（空港等名） 箇所数

大阪航空局
（ 管 内 ）

78,274 250 0.855

区    分 空港整備事業
対前年
度倍率

備考（空港等名） 箇所数

東京航空局
（ 管 内 ）

104,991 13,658 1.100

区    分 空港整備事業
対前年
度倍率
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［補助事業］ （単位：百万円）

防災・減災、国土強靱
化 のた めの 緊急 対策

中　　国 291 - 0.464 1
鳥取 - - 皆減
島根 - - -
岡山 291 - 0.485 岡山空港 1
広島 - - -
山口 - - -

四　　国 6 - 0.958 2
徳島 - - -
愛媛 5 - 0.966 松山空港（環境分） 1
香川 - - -
高知 1 - 0.915 高知空港（環境分） 1

九　　州 1,473 - 0.799 9
福岡 335 - 0.556 福岡空港（環境分） 1
佐賀 433 - 0.926 佐賀空港 1
長崎 309 - 0.818 対馬空港 1
熊本 - - -
大分 0 - 0.921 大分空港（環境分） 1
宮崎 6 - 0.594 宮崎空港（環境分） 1

鹿児島 391 - 1.009 4
沖　　縄 387 - 0.297 5
合    計 8,602 - 0.948 41

※計数は端数処理の関係で合計額に一致しない場合がある。

奄美空港、喜界空港、与論空港、鹿児島空港（環境分）

久米島空港、宮古空港、下地島空港、与那国空港、那覇空港（環境分）

区    分 空港整備事業
対前年
度倍率

備考（空港等名） 箇所数
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